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要 約 

 豊富な森林環境と密接に関わりを持つ本県においては，雪崩や土砂災害等の斜面崩壊による災害に備えることが重要な課題

となっている．しかし，危険を伴い，被災することが予想されるこのような観測分野においては，周囲情報を効果的・効率的

に収集できる観測装置はまだ開発されていない．本研究では，被災後も損壊せず回収と再利用が可能で，遠隔地から映像等様

々なデータの取得が期待できる IoT 観測装置の開発に取り組むこととしている．研究 1 年目では，初期試作となる IoT 観測装

置を開発し，その性能について簡易な評価試験を実施した． 

 

1. 緒 言  

 豊富な森林環境と密接に関わりを持つ本県において

は，斜面崩壊による災害に備えることが重要な課題とな

っている．現在，国内ではこのような自然災害を未然に

防ぐための取り組みや研究が盛んに行われている．最近

では，センサの多様化，電子デバイスの小型化・省電力

化，エネルギー密度の高い二次電池の普及，通信技術の

発展等によりIoT技術の各分野への適用が急速に進んで

おり，災害対策分野での活用も大いに期待されている．    

例えば，慣性計測として利用されるIMUにおいては，

通信端末への適用を中心にMEMS技術の進展が目覚まし

く，最近では小型化・省電力化が比較的容易に実現でき

るようになったため，加速度や傾きを計測対象とする観

測装置が多く現れている．最新の研究では，このような

装置と無線通信を組み合わせ，特定エリアの斜面崩壊の

予兆を包括的かつリアルタイムに監視するシステムにつ

いての報告1）がなされている．その他，新たな通信技術

の適用例も見られ，その中には，火山防災に関する研究 

にドローンとセンサネットワークによる連携システムを 
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利用した報告 2）もある．また，国による産業政策の後

押しを受け，第四次産業革命の実現に向けた IoT ツール

の開発が市場において活発になり，スマート農業や生活

基盤分野等，様々な分野に応用可能な製品が増えつつあ

る． 

このように，災害対策分野における観測にも新たな技

術的アプローチが波及しつつあるが，IoT技術活用によ

るブレークスルーが生み出す新たな観測方法（今後はビ

ッグデータ・AIへの展開が期待されている．）の実現

までの，ごく一部の課題に対する取り組みが始まった段

階に過ぎない．例えば，雪崩や土砂災害の観測等，装置

自体の被災が考えられる状況下の使用においては，災害

発生後の装置の回収については考慮されていないため，

損壊し山林に廃棄されてしまうことが大きな課題となっ

ている．また，危険な斜面において簡易に設置でき，し

かも設置後には遠隔地から画像等の様々な情報をリアル

タイムで収集可能な機能を備えた観測装置の開発も求め

られている． 

本研究では，昨年度までの総理研研究「雪崩発生原因

の解明と観測装置の開発」3）で得られた技術シーズ4)，

投下回収型雪崩検知装置（図1）をもとに，被災しても

損壊せずに繰り返しの利用ができ，映像等様々なデータ

の取得が期待できるIoT観測装置の開発を目的としてい

る． 



 

 

 本報告では，目標とする IoT 観測装置の研究 1 年目に

おける開発状況について概要を述べる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 投下回収型雪崩観測装置の外観 

 

2. IoT 観測装置の概要 

2－1 観測対象 

 主に，雪崩災害及び土砂災害の観測を対象としてい

る．雪崩災害の観測においては，降雪後の周囲環境の変

化の把握を目的とし，土砂災害の観測においては，一度

崩落が発生した被災現場の二次災害発生について観測す

ることを目的としている． 

現在、雪崩観測においては，雪崩発生の危険性が高い

場所の発見後に，その周辺に設置するような観測装置及

び観測方法はまだ見られない．雪崩の発生とともに観測

装置も巻き込まれ損壊してしまうためである．一方，土

砂災害では，崩落現場の二次災害発生を監視するため，

ワイヤセンサ等の観測システムがその周辺に設置され

る．このような観測では，装置は二次災害発生後には損

壊してしまい回収できないことを前提としているうえ，

警戒区域における数日間にわたる危険な設置作業を余儀

なくされる． 

このような課題に適用していくため，災害発生の可能

性が高い場所を発見後，その周辺に回収可能なIoT観測

装置を短時間で設置することにより観測を行う．観測期

間は，長期観測を目的としたものではなく，1～3ヶ月程

度の短期観測が目標である．本IoT観測装置により取得

するデータは表1の項目を予定している． 

 

表1 IoT観測装置が取得するデータ一覧 

 

 

 

 

 

 

2－2 IoT観測装置のハードウェア構成 

IoT観測装置の構成は，投下回収型雪崩観測装置（図

1）の構造を基礎としたものになっており，空気注入式

の保護体により電子機器部が保護される状態となってい

る．これは，斜面崩壊により装置自体が被災したとき，

衝撃に耐え，且つ埋没することなく斜面を漂流し，後に

位置情報を発信させることによって，容易に回収できる

ことを目的に設計したものである．なお，図2は，斜面

崩壊時（雪崩発生時）の装置の動きを示したものであ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 斜面崩壊時（雪崩）の装置状況 

 

現在，開発中の装置の外観及び概要は図3のとおりで

ある．また，表2に主な構成要素をまとめた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 開発中のIoT観測装置 

 

 

データの種類 利用目的等 

加速度 装置設置場所周辺の振動検出 

傾 き 姿勢から設置位置の変化を検出 

位置情報 装置の被災・滑落等の状況確認 

画 像 周辺状況の変化の把握 
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機器配置 

スペース 

本研究で開発する 

IoT 観測装置 

IoT 観測装置は，弾み

ながら雪崩表面を漂流

し，雪に埋まってしま

うのを防ぐ． 



 

 

表2 IoT観測装置の主な構成要素等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外設センサ格納機構（図3上のC）の詳細を図4に示

す．IoT観測装置には，画像により周辺環境の変化を把

握するためのカメラを搭載する．そのカメラは，空気注

入式保護体の外部に取り付ける必要があるが，斜面崩壊

時に損壊しないように設置方法を考慮しなければならな

い．本機構は，外部から衝撃が加えられたときに，板バ

ネのスプリングアクションによる反転作用を利用して，

センサ部を装置内部に格納させる機構となっている．こ

れにより，斜面崩壊に装置自体が巻き込まれた場合に，

センサ部を保護することが可能である．なお，ポリカー

ボネートで作製した本格納機構は，想定される広い温度

範囲（-30℃～60℃）で安定して作動することを確認し

ている（当センター保有の恒温恒湿室による環境試験を

実施）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 外設センサ格納機構の詳細 

 

弾性型ベンチレーションホール（図3のD）は，装置

の下端部分であり，確保される空気の通り道は，外設セ

ンサ格納機構の内壁に接続され，装置上端まで通じてい

る．ベンチレーションの役割の他，中心部は設置に用い

る杭のアタッチメントとなっている．被災時に装置自体

の埋没を防ぐために，杭は装置から離脱するように設計

されているが，離脱後の回収が困難なため，環境に配慮

した木製のものを利用している．図5は杭による設置例

である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 IoT観測装置（雪崩観測）の設置例 

 

2－3 IoT観測システム 

 本IoT観測装置には様々な無線通信方法を採用するこ

とができる．例えば，Wi-Fi基地局を観測装置の近くに

設置できる場合は，Wi-Fi通信により安価に観測機器の

運用が可能である．また，映像等の大容量の情報を扱わ

ない場合は，センサネットワークの活用も有効である．

その他，広域エリアにおけるメッシュ観測に活用したい

場合は，LPWAの利用も期待できる． 

 なお，本研究においては，スマートフォンを装置の無

線通信部及びセンサ部として使用し，携帯電話基地局を

介した商用の携帯電話回線を無線通信として採用するこ

ととしている．これは，比較的安価に耐衝撃・耐環境性

を備えた端末を入手できるためと，基地局の設置を必要

とせず，また，災害の観測が求められるような民家隣接

の自然災害警戒区域においても携帯電話回線の利用が広

く可能なためである． 

IoT観測システムには，クラウドを利用している．ク

ラウドサービスの利用により，企業内における業務のIT

化が効率的に図れることから，急速な進展を遂げてい

る．主な利点としては，システム利用のためのインフラ

やソフトウェア資産を所有する必要がなく，コストの削

減や管理運営に係る労力の軽減が図れることである．必

要な時に必要な機能を追加していく拡張性にも優れてい

る．本研究のように研究に係る観測目的で利用する例は

まだ少ないが，インターネットに接続できる環境であれ

ば，そこからデータにアクセスできるだけでなく，シス

テムの変更・拡張等の作業が可能であることから，観測

と開発を同時並行で実施していくうえで大きな強みとな

っている．クラウドは大きくパブリッククラウドとプラ

構 成 要 素 目 的・効 果 概   要 

空気注入式保護体 

（図3A） 

耐衝撃，被災時

に浮遊して埋没

を回避． 

ｳﾚﾀﾝﾌｨﾙﾑ製． 

フレキシブル太陽光モ

ジュール（図3B） 

長期計測のため

の電力供給，耐

衝撃性． 

透明のｳﾚﾀﾝﾌｨﾙ

ﾑ層によって保

護． 

外設センサ格納機構 

（図3C） 

カメラ等のセン

サの外設，耐衝

撃性，排熱経路

の確保． 

弾性ﾊﾞﾈのｽﾌﾟﾘ

ﾝｸﾞｱｸｼｮﾝ，ﾎﾟﾘ

ｶｰﾎﾞﾈｰﾄ製． 

弾性型ベンチレーショ

ンホール（図3D） 

排熱経路の確保 

，災害時離脱式

杭の装着機構． 

ﾎﾟﾘｶｰﾎﾞﾈｰﾄ製 

，杭は木製． 

IoT観測システム 

（図3E） 
遠隔監視 

画像，加速度 

，傾きﾃﾞｰﾀ等 

を取得． 

 



 

 

イベートクラウドの２つに分類される．前者は，クラウ

ドサービス業者が提供する仮想システム環境をユーザが

必要なサービス分だけを契約して利用するものである．

後者は，企業等がクラウド技術を利用して主に組織内の

ユーザを対象として構築するクラウド環境のことであ

る．高コストになり易いが，高度な情報セキュリティが

必要となる場合に利用が多い．なお，本研究では大手業

者が提供する前者のパブリッククラウドサービスを利用

することとしている． 

 

3.  IoT 観測装置の開発状況等 

3－1 開発状況 

前節で述べた IoT 観測装置の試作は，表 2 の全ての構

成要素について初期の試作を終えたところである（図

6）．現在，各種評価試験や連続計測に必要な開発・改

良を進めているところである．その状況について簡単に

紹介する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  IoT 観測装置の初期試作の外観 

 

3－2  排熱構造評価のための温度計測試験 

 屋外での連続計測試験で求められる耐環境性につい

ては，高温動作，低温動作，防水・防塵性などが求め

られるが，最も重要な課題の一つである周囲温度の上

昇に電子機器部が適応するための排熱構造について評

価を行う必要がある．本 IoT 観測装置はその中心部に

電子機器を搭載するスペースを確保しているが，その

空間の温度の把握を目的に，表 3 の条件による評価試

験を実施した． 

 計測試験の結果，ベンチレーションホール内部を通

過する空気の温度は，上端から 100 mm，下端から 100 

mm の位置でそれぞれ，34.5℃及び 27.2℃であった．

外気温 20.5℃の空気がベンチレーションホールを通過

する際に 15℃近く温められたことになる．サーマルカ

メラによる装置表面のおおまかな温度分布は図 7 のと

おりであった．装置の表面は 30℃前後であったが，ベ

ンチレーションホール内部は 40℃近くまで上昇してい

た．また，装置に外設している情報端末の表面温度は，

自己発熱と太陽光照射による温度上昇により，28.3℃

まで上昇していた． 

なお，投下回収型雪崩観測装置と同じ構造にフレキ

シブル太陽光モジュールを取り付けたもの（図 5）は，

周囲温度 13℃の状況下における僅か 30 分程度の連続

使用のみで，内部温度が 60℃近くまで上昇してしまっ

た．ベンチレーションホールが温度上昇を効果的に抑

制していることがわかった． 

 

表 3 温度評価試験の条件等 

試験場所 産業技術センター2F 屋上 

天 候 晴れ 

気 温 20.5℃ 

IoT 観測装置 大きさ：φ430 × L630 mm 

重 量：1.8 kg 

その他：22W 型全面フレキシ

ブル太陽光モジュール

搭載（発電状態）． 

センサ外設・連続観測

モード（電源 ON）． 

 

温度計測詳細 [計測対象] 

装置内部を通過する空気の 

温度 

[計測方法] 

熱電対による計測 

高応答性 K 熱電対を使用 

（先端厚さ t=0.04 mm, 線径 0.1 mm） 

計測位置は次の 2 カ所． 

（a）上端から 100 mm 

（b）下端から 100 mm 

 

温度分布の確認 赤外線サーマルカメラによる 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 サーマルカメラによる IoT 観測装置の温度分布 

 

3－3 落下衝撃による評価試験 

 本装置の耐衝撃性を評価するために表 4 の条件によ

る落下衝撃試験を実施した（図 8）． 

その結果，いずれの場合においても，装置は損壊す

ることなく観測及び通信を継続していることを確認し

た．また，試験後の装置が引き続き観測に再利用でき

ることを確認した． 

 落下時及び地面衝突時の 3 軸加速度及び傾きデータ

を図 9 に示す．なお，地面への衝突時刻を 0 秒として

表示している． 

 

表 4 落下衝撃試験の条件 

項  目 条  件 

落下高さ 約 21 m（産業技術センター6F） 

落下場所 草と砂利が混ざる地表面 

（産業技術センター中庭） 

IoT 観測装置 大きさ：φ430 × L630 mm 

重 量：1.4 kg 

その他：14W 型全面フレキシブ

ル太陽光モジュール搭

載．連続計測モード（ 

    電源 ON）． 

試験回数 外設センサ格納機構の状態別に

次の回数を実施． 

・センサ外設状態：2 回 

・センサ格納状態：2 回 

 

 また，本試験は山梨県産業技術センター敷地内で実

施したが，東京から同時観測を行う共同研究者におい

ても観測装置の落下をリアルタイムで把握することに

成功した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 落下衝撃試験の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 落下衝撃試験時に取得した 3 軸加速度及び傾きの 

   測定データ 

 

4.  結 言 

 IoT 観測装置の初期試作を行った．次年度は，本 IoT

観測装置の評価試験を行い，課題の把握に努めるととも

に研究開発を進めていく．次年度中の土砂災害及び雪崩

観測のフィールド試験の実施を目標に取り組む予定であ

る． 

簡易な評価ではあるが，耐環境性や耐衝撃性等につい

て，本装置の有用性を確認することができた．しかし，

実際の観測に利用するためには，様々な評価試験や信頼

性の向上及び継続した開発が必要である．特に，次年度

においては IoT システムの開発が重要となる．周辺状況

を把握するため加速度や位置情報，画像等のデータを短

いインターバルで取得することが望ましい．一方で，本

研究による装置及びシステムで取り扱うことができるデ

ータ量には限界がある．通信速度やクラウドのストレー

ジ・処理能力，装置自体の消費電力・発電量等が複雑に

関係することから，最適なシステム設計を今後の開発及

び評価試験により慎重に検討していく必要がある． 

 なお，初期試作はあくまで開発段階のものである．大

きさや構造等が大幅に変更となることも留意されたい． 

100mm 

100mm 

（b）27.2 ℃ 

（a）34.5 ℃ 

表面温度 

端末の表面温度 

28.3 ℃ 

 

ベンチレーション 

ホールの内壁温度 
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